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１ 位置付け

本行財政改革大綱は，笠間市第２次総合計画における笠間市の将来像「文化交流都市

笠間 ～未来への挑戦～」の実現を目指し，今後の市の行財政改革の方向性や考え方を

示す指針として位置付けます。

２ 計画期間

笠間市第２次総合計画（将来ビジョン）（平成２９年度～令和８年度：2017 年度～2026

年度）との整合性を図るため，総合計画の後期部分にあたる令和４年度から８年度（2022

年度～2026 年度）までの５年間とします。

３ 推進方法

行財政改革大綱に基づき，具体的な取り組みを実施するため，わかりやすい数値目標

等を設定した「実施計画」を策定し，進行管理を行います。

また，進捗状況や社会情勢の変化等に応じて毎年度，実施計画の見直しを行います。

４ 推進体制

市長を本部長とする「笠間市行政改革推進本部」を中心として全庁的に行財政改革に

取り組むこととします。

また，毎年度の進捗状況は外部有識者等で構成する「笠間市行政改革推進委員会」等

に報告し，意見や提言をいただきながら進行管理を行うとともに，市のホームページに

より市民に公表します。

総合計画の計画期間との関係性

第１ 大綱の基本的な考え方第１ 大綱の基本的な考え方

笠間市第２次総合計画【将来ビジョン（基本構想）】

平成２９年度～令和８年度

第４次笠間市行財政改革大綱

令和４年度～８年度

実施計画【具体的取り組み】

毎年度進行管理

次期（第５次）大綱

Ｈ２９年度 ３０ Ｒ１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

笠間市総合戦略
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１ 行財政改革の取り組み

（１）笠間市行財政改革大綱（平成１８年度から平成２２年度）

平成１９年３月に総合計画の確実な達成を目的として，笠間市行財政改革大綱及び実

施計画を策定し，「事務事業の見直し」などの７項目の主要施策に基づき，１６９項目の

改革に取り組み，２８項目が完了，１０４項目が目標を達成しました。

笠間市行財政改革大綱実施計画実績(平成１８年度～平成２２年度) ５年間

第２ これまでの取り組み第２ これまでの取り組み

項 目

１ 事務事業の見直し
○事務事業の整理・統合・合理化及び施策の重点化

○民間委託等の推進（指定管理者制度の活用を含む）

２ 職員の意識改革と資質向上
○専門職の確保及び再任用制度の適正運用

３ 組織機構の合理化
○組織・機構の見直し

○審議会等附属機関の見直し

○第三セクターの見直し

４ 定員管理と給与の適正化
○定員管理の適正化の推進

○手当の総点検をはじめとする給与の適正化

５ 自主財源の確保（歳入）
○市税等の収入確保

○市有財産の有効活用

○広告収入等新たな財源の確保

６ 財政運営の健全化（歳出）
○財政健全化に向けた財政計画の策定

○施策の見直し及び職員の自助努力

○投資的経費の抑制（公共工事の適正化等）

○補助金の整理合理化

７ 情報の公開と市民の行政への参画
○市民や民間組織との協働によるまちづくり

（１）笠間市行財政改革大綱（平成１８年度から平成２２年度）

簡素で効率的な行政

運営システムの構築

地方分権に対応した

財政基盤の確立

市民参画による行政運営

の透明化と情報化の推進



3

(２）第二次笠間市行財政改革大綱（平成２３年度から平成２８年度）

さらに，平成２３年１２月に第二次笠間市行財政改革大綱，翌年３月に実施計画を策

定し，「民間の優れた視点や発想を取り入れた効率的・効果的な行政運営」，「行政と市民

の意識改革」，「財政基盤の確立」の改革の方向性のもと，改革の方針を設定し，７６項

目の改革に取り組みました。

第二次笠間市行財政改革大綱実施計画実績(平成２３年度～平成２８年度) ６年間

（３）第３次笠間市行財政改革大綱実施計画の進捗状況

※進捗率・・・実施項目数に対して，計画目標がほぼ計画どおり(計画の８割)以上進んでいる割合

項 目

１ 市役所の変革
（１）民間の優れた経営手法の導入

（２）効率的な行政運営

（３）市民ニーズに対応できる人材の育成

（４）組織の活性化

２ 市民協働・公民連携の推進
（１）市民協働・公民連携の推進

（２）多様化する市民ニーズへの対応

３ 財政基盤の確立
（１）財源の確保

（２）歳出の適正化

（３）保有資産の有効活用

進捗状況
実施項目数

平成 29 年度 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度

実施項目数 ６８ ６８ ６８ ７０

進んでいる １６ １３ １０ ９

計画どおり ３６ ３２ ３４ ２７

ほぼ計画どおり － １１ １６ １７

遅れている １６ １２ ８ １７

進捗率 76.5％ 82.4％ 88.2％ 75.7％

改 革 の 方 針

市役所の変革 市民協働・

公民連携の推進

財政基盤の確立

【 基 本 方 針 】

効率的な行政運営 持続可能な財政運営 市民協働の推進
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１ 人口の推移

全国的に人口減少，少子・高齢社会が進行しており，本市においても平成１２年頃か

ら人口の減少傾向が続いています。２０１０年に８万人，２０１５年に７万６，７３９

人，２，０２０年は７３，７１５人となっています。

年少人口は減少傾向となっており，２０１５年では９，２７２人，２０４５年には４，

７８２人，総人口に占める割合は９．０％となる推計となっています。

一方，生産年齢人口は，第２期笠間市創生総合戦略（令和２年３月策定）の数値目標に

おいて，２０２４年時点で２０２０年比－８．０％，実数に換算すると３８，１９４人に

とどめることとしています。これに対し本予測では，推計時点が異なるものの２０２５年

時点で３８,２３４人（－７．７％）と推計されることから、目標の範囲内で推移するも

のと見込んでいます。

また，老年人口については２０１５年に２万人を超えて増加しており，２０４５年は

２３，５３９人，総人口に占める割合は４４．４％となっています。

出生数の減少と高齢化の進展による死亡数の増加による自然減の拡大に加え，若年層

の転出等が一つの要因であると考えます。

人口の社会増減率に関しては，第２期笠間市創生総合戦略において２０２４年のプラ

ス１％，実数に換算して７１９人の増加を目標としています。近年は県内への転出者は

減少傾向，県外は横ばい傾向，一方転入者は県内からは横ばい傾向，県外からは減少傾

向にあり，全体でみると転出が転入を上回るマイナスの状態で推移しています。プラス

に転じるためには転出抑制または転入拡大を図る必要があり，ターゲットを意識した対

策が必要です。

総人口も，２０４５年には５３，０００人を下回り，行政運営のみならずあらゆる分

野に影響を及ぼす可能性があります。

このことから，若年層の転出超過対策や高齢化対策等を含めた「人口減少の抑制」と

交流人口，子育て世代の支援策の強化など「人口構造の変化に対応したまちづくり」が

課題であり，さらなる少子化や定住化対策の取り組みを強化していく必要があります。

第３ 現状と課題第３ 現状と課題
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推計人口【２０１９年推計】 (単位:人)

第２期笠間市創生総合戦略の目標指標 ①生産年齢人口

注）増減率は第２期笠間市創生総合戦略より

第２期笠間市創生総合戦略の目標指標 ②社会増減率

注）増減率は第２期笠間市創生総合戦略より
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2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

～14歳 ～64歳 ～74歳 75歳～

2020 年 2024 年

生産年齢人口 41,515 人 38,194 人

増減数 - -3,321 人

増減率 - -8.0％

2020 年 2024 年

常住人口 74,249 人 71,923 人

社会増減数 -36 人 719 人

社会増減率 -0.05％ 1％

資料：「日本の地域別将来推計人口（2018 年推計）」社会保障・人口問題研究所のデータを用い，笠間市がグラフを作成。

推計は，コーホート要因法を用い，複数の補正等を行いながら推計結果をまとめた数値で各階層の数値の和と合計

数等，各数値における相違を含む
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（１）転出 茨城県内
2015（平成27）年 2019（令和元）年

1 水戸市 375人 水戸市 454人
2 石岡市 105人 つくば市 102人
3 ひたちなか市 89人 石岡市 72人
4 小美玉市 80人 ひたちなか市 71人
5 つくば市 75人 小美玉市 70人
総数 1,595人 1,254人

出典： 茨城県常住人口調査報告書（以下、同じ）

（２）転出 茨城県外
2015（平成27）年 2019（令和元）年

1 東京都 245人 東京都 220人
2 千葉県 147人 千葉県 107人
3 埼玉県 104人 国外 97人
4 国外 99人 栃木県 91人
5 神奈川県 84人 神奈川県 73人
総数 967人 936人

（３）転入 茨城県内
2015（平成27）年 2019（令和元）年

1 水戸市 372人 水戸市 399人
2 石岡市 103人 石岡市 102人
3 ひたちなか市 89人 小美玉市 97人
4 小美玉市 80人 ひたちなか市 82人
5 つくば市 75人 つくば市 55人
総数 1,272人 1,259人

（４）転入 茨城県外
2015（平成27）年 2019（令和元）年

1 国外 327人 東京都 157人
2 東京都 138人 国外 133人
3 千葉県 119人 千葉県 93人
4 埼玉県 87人 栃木県 84人
5 栃木県 66人 神奈川県 67人
総数 1,055人 805人

（参考）社会増減の内訳

２ 財政運営の危機への対応

人口減少や少子・高齢社会の進行により，税収の減少や扶助費等の社会保障関連経費

の更なる増大が予測されるなか，新型コロナウイルス感染症の影響により,医療，産業，

教育など幅広い分野で,なお一層安心・安全を図るための対策が求められております。

財政状況について，歳入では人口減少等やコロナウイルス感染症の影響により市税の

減少が見込まれるほか，地方交付税については，市税の減収や公債費の伸びを考慮し,

同額程度を見込んでおります。

また，歳出においては，扶助費，公債費のさらなる増加や公共施設等の維持補修や老

朽化対策にかかる経費の増，また新たな経費として，感染症対応経費や「新たな日常」

の実現に向けた経費などが見込まれます。

財政調整基金と減債基金の残高合計は，令和２年度末に約７９億円でしたが，今後も

収支不足額の補填を必要とする状況にあるため，今後残高が大きく減少することが予測

されます。

このような状況の中で，基本的な行政サービスを含めた市民が真に必要とする施策を

継続し,新たな市民ニーズや社会情勢の変化に対応した施策にも対応できるよう，これま

での一律的な歳出削減から市民サービスのあり方に踏み込んだ抜本的な歳出の見直しを

図り将来負担の軽減を図るほか，手数料・使用料の適正化等自主財源の確保を進め，こ

れまで以上に効果的，効率的に財源を活用していくことで，今後も将来を見据え計画的

に健全化に向けた財政運営に努める必要があります。



7

財政計画（歳入歳出差引）

※財政計画（令和３年 11 月 財政課作成）より作成

歳入は，財政調整基金，減債基金の繰入金及び翌年度へ繰り越すべき財源を除く。

歳出は，財政調整基金，減債基金の積立金を除く。
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財政計画（歳入：一般財源抜粋）

※財政計画（令和３年 11 月 財政課作成）より作成

財政計画（歳出：義務的経費，普通建設事業費抜粋）

※財政計画（令和３年 11 月 財政課作成）より作成
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財政計画（基金残高：財政調整基金，減債基金）

※財政計画（令和３年 11 月 財政課作成）より作成

３ 不確実性が増す社会状況への対応

コロナ禍は，医療，保健，産業，教育など幅広い分野に及ぶ社会変化をもたらし，市民

や地域経済に大きな影響を及ぼしました。

さらに，近年の集中豪雨や土砂災害，今後発生する可能性が高まっている南海トラフ大

地震など，大規模な自然災害の危機は，いつ起こるか予測困難であることから，安全・安

心に暮らせる環境整備に対する市民ニーズが高まっています。

また，劇的な通信技術の進展は，社会に大きなインパクトを与え，市民生活の利便性

が高まっていく一方で，新たな情報セキュリティの問題も表面化しています。

このような先行きが不透明で将来の予測が困難な時代環境においては，行政運営を進め

る中での課題は多岐にわたり，複雑で，日々変化しています。これら予測困難な変化に柔

軟に対応した行政サービスを実現していくためには，限られた貴重な財源を有効活用する

ために，必要性が高い事業に重点を置いた予算として費用対効果を高める運営を図るとと

もに，その他の事業についても効率的で実効性の高い運営を図っていかなければなりませ

ん。

人口問題，財政状況をはじめとし，市の現状を真摯に受け止め，市民とともに危機管理

意識を共有して行くことが重要です。
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厳しい財政状況下にあっても，これまでの市民サービスを維持しつつ，新たな課題解決

に向けた取り組みを実践していかなければなりません。

そして，総合計画基本構想に策定した市の将来像「文化交流都市 笠間」の実現に向けて，

令和２（2020）年に示した笠間市創生総合戦略の将来の姿「将来にわたって活力ある笠間

市をつくる」を重ね合わせて実現していく必要があります。

そこで，市の成長と市民生活の質のバランスを図りながら最少の経費で最大の効果を挙

げていくために，本行財政改革大綱の基本理念を「攻めと守りの自治体経営」としました。

これをもとにこれまでの取り組みである第３次笠間市行財政改革大綱の基本方針を継承

しつつ，行政サービスを市の成長に向けて新たな機会・価値を創造する「攻め」の機能と

経費の削減や業務の効率化を図りながら市民生活を維持・向上する「守り」の機能に分け，

両面をうまく組み合せ，連携することによって，より効果的，効率的に展開できるよう以

下のとおり基本方針を設定して，具体的な取り組みを進めます。

１ 時代の変化に対応した仕組み改革

近年の時代環境の変化に柔軟に対応するため，人口減少しても活発に経済活動が繰り

広げられる新しいSociety5.0(※)など新たな市民の暮らしを実現するために，より一層

の行財政改革を推進していく必要があります。

それには，これまでの行政サービスがより効率的効果的に実現できるよう，政策企画

から，実施段階における市民との関わり方や行政手続きのあり方，評価・改善に至るま

で，行政運営の仕組みを再検証し，個々の行政計画や事業が有効に結び付き，市民に開

かれた経営システムとしてバージョンアップする改革につなげます。

特に，行政事務のデジタル化に対応するとともに，広域連携や新たな手法での公民連

携を強化，不測の危機対応，急速な社会変化に柔軟かつ俊敏に対応すべく事業・業務の

改革を推し進めます。

第４ 基本理念と基本方針第４ 基本理念と基本方針

Society5.0・・・サイバー空間と現実空間を融合させたシステムにより経済発展と課題を解決する社会

【 基 本 方 針 】

１.時代の変化に対応し

た仕組み改革

２.新たな働き方への環

境整備
３.健全な財政運営

【 基 本 理 念 】

～ 攻めと守りの自治体経営 ～
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【推進項目】

(１)デジタル技術を活用した市民生活の向上

〇政策企画においては，重要事務事業を中心にＥＢＰＭ(※1)を取り入れた政策立案に努

めます。

〇行政手続は，原則電子申請に対応し，スマートフォンやパソコン等で必要な手続を申

請できるようにします。

〇窓口では，各種手続に関する支援や押印の原則廃止，支払いのキャッシュレス化など

により，できるだけ手間を削減し，簡単に手続きができるようにします。

〇相談等，対面でのやりとりが基本となるサービスは，自宅でサービスを受けることが

できるようオンライン化を実現します。

〇情報システムの維持管理のほか，制度改正に伴うシステム改修等における人的・財政

的な負担の軽減や住民サービスを向上させるため，基幹系１７業務システムについて，

国の策定する標準仕様に準拠したシステムに移行します。

〇マイナンバー制度と連動した行政サービスの向上が図れる事業体系の構築を目指しま

す。

〇観光振興や医療・介護，防災など，あらゆる分野でビックデータを活用し，デジタル

化の恩恵が受けられる地域社会を目指します。

〇インターネットやデジタル機器の利用が不慣れな方，事業者に対して支援を行い，情

報格差の解消に努めます。

〇市内に民間事業者向けのサテライトオフィスやリモートワーク等の環境を整備し，人

材確保を含めた新しい人の流れを創出します。

〇各種事務事業について，ＡＩ(※2)の活用についても調査研究を行い，導入を推進しま

す。

(２)公民連携の強化

〇民間企業等のノウハウや資源を最大限に活かし，より質の高い行政サービスを提供す

るため，効果的・効率的な行政サービスの実現に向けて公民連携の取り組みを拡大して

いきます。

〇指定管理者制度については，拡充を図るとともに民間事業者と連携した新たなサービ

スが提供できるよう検討していきます。

○地域に応じた課題に自主的・主体的に取り組めるよう，学校と市民・企業が連携する

活動や，行政区・消防団などによる団体の連携した活動を支援します。

○産学官金労言士(※)の連携により，医療や介護，産業育成などの各種取り組みに大学企

業等の先駆的な視点の導入を図るとともに，新しい行政ニーズに対しても，協働での取

り組みを推進します。

○市の将来像の実現に向け，審議会や協議会においては多様な視点を持つ外部委員の登

用を推進します。

※1 ＥＢＰＭ・・・エビデンス・べースト・ポリシー・メイキングの略で，政策決定に際して、各種データや

指標等の客観的証拠に基づき決定すること

※2 ＡＩ・・・アーティフィシャル・インテリジェンス（人工知能）の略で，高度な作業や判断を人工的シス

テムにより行うこと

産学官金労言士・・・産業・官公庁・大学・金融機関・労働団体・言論界・弁護士等を指す
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(３)事業・業務の見直し

○施策目標と管理の仕方を見直し，市が最優先に行うべき仕事の重点化を図った上で，

施策内の事業相互の優先順位を明確にして効率的な運用を図ります。

○審議会等については，その必要性，運営の実態等を検証し，廃止及び統合等の見直し

を行うとともに，生産年齢人口増に向けた委員選定要件の見直しや人数，構成，働く世

代が参加しやすい運営方法の改善を行います。

○専門性が高く機能強化が図れる分野，規模の拡大による効率化が図れる分野，定型的

な業務において行政事務の広域化・共同化に努めます。

〇ＳＮＳ(※)等により情報提供体制を強化するとともに，目的に応じた情報ごとのター

ゲットを定めて，新しい情報の提供や伝え方の工夫などを検討します。

〇従来の紙文書を前提とした業務を根本から見直し，すでに取り組んでいる財務・文書

の電子決裁，ペーパーレス会議や電子契約のほか，プリンターの廃止等により，ペーパ

ーレスを推進します。

〇デジタル技術を活用して業務の集約化・効率化を進め，事務の全体最適化を図ります。

〇各種事業については，無駄や非効率の有無を検証し，前例や慣習にとらわれずに業務

改革を推進します。

〇民間サービスを含め，複数の手続，サービスをワンストップでできる体制の整備を目

指します。

２ 新たな働き方への環境整備

限られた人員の中で，多様化する市民ニーズに的確に対応し，柔軟な発想と市民の視

点に立った事業を展開するために，組織機構や人員体制を適正化するとともに管理職の

組織マネジメント力の向上を図ります。また，多様な人材が活躍出来る職場の創出，働

く時間，場所，雇用形態など新たな働き方ができる環境を整備します。個々の職員が相

互に協力する組織風土を醸成してその能力を最大限発揮し，より生産性の高い業務遂行

ができる働き方改革を推進します。

職員には，時代の変化に応じた能力を身に付け，次世代の人材確保につながる取り組

み，人生100年時代の新しいライフスタイルに合わせた働き方ができる環境を整備します。

【推進項目】

（１）組織力の向上

〇「部の運営方針」と「課の組織目標」管理制度を徹底し，部長・課長が組織マネジメ

ントの中で無駄や非効率の有無を検証し，前例や慣習にとらわれずに，業務の改善に取

り組みます。有効性や効率性などの観点から業務フローを整理し，業務の最適化に取り

組みます。

○社会情勢の変化や市民ニーズに応じて柔軟な勤務・管理ができるよう課，室，グルー

プなど，組織の構成単位の適正規模と運用権限の検討を行い，効率的効果的な組織機構

を整備します。

ＳＮＳ・・・ソーシャル・ネットワーキング・サービスの略で，ネットワーク作りのためのオンライン上の

サービス
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〇定員管理は，自治体運営を円滑に推進する上で重要です。変化する行政課題に的確に

対応し，将来にわたり持続可能な行政運営を行えるよう業務の質と量に応じた人員体制

の構築を図ります。

〇管理職には，将来像実現に向けた戦略を見定めて仕事を優先付け，組織マネジメント

力を養成します。

〇公民連携が進みやすい働き方として，働く時間，場所，雇用形態など新たな働き方が

できる環境を整備します。

○育児休業・育児短時間勤務など，仕事と家庭の両立支援のための制度の利用促進や代

替職員の確保，時差出勤の取得促進など，職員が安心して働き続けられる環境の整備に

努めます。

〇個々の職員とともに多様な人材が参画して活躍出来る職場の創出に向け，ダイバーシ

ティ＆インクルージョン(※1)によるマネジメント力を養成します。

○職場では，職員一人ひとりが自己の強みを生かしつつ，相互に協力・連携し合える組

織風土を醸成して生産性を向上し，時間外勤務の削減や偏りの是正，年次休暇等の取得

促進など働きやすい職場環境に改善します。

〇ＩＣＴ(※2)を活用した組織マネジメントを推進します。

（２）人材育成の推進

○職員一人ひとりが，常に時代の変化に対応して仕事を見直す意識を持ち，時代に応じ

た能力向上に取り組みます。

〇管理職は，個々の能力と強みを把握し，地域を担う人材としてワーク・ライフ・バラ

ンス(※)を考慮し，そのライフデザインに応じた成長を支援します。

○適材適所の人事配置に努め，将来に向けて向上心のある職員の登用を促進します。

〇働きやすく活躍できる職場となるよう，職員の能力開発を支援するため，偏りのない

人事配置による多様な職務経験の付与，各種研修への参加機会や他の機関への派遣機会

の確保などに努めます。

〇職員の自発的な能力開発を促進し，資格や専門知識を習得する自己啓発の機会を創出

します。

〇定年延長については，知識や経験豊富な職員が活躍できる体制づくりに向け，人事管

理や定員管理，給与体系等のあり方についての検討を進め，導入します。

〇優秀な人材を採用できるよう，笠間市の将来に向けて意欲ある人材や，専門的知識を

有する人材など，次世代を担う人材を確保するため，採用試験制度の充実を図ります。

〇多様な任用制度を活用し，長年の経験や知識を有する再任用職員や特定の能力に秀で

た任期付職員，語学指導等の分野以外においても職務能力のある外国籍人材などの優れ

た人材の確保・活用に努めます。

〇福祉職，ＩＴなどの専門的な分野については，専門知識や経験の継承に空白が生じる

ことが無いよう，計画的な育成を図ります。また，専門知識が豊富な民間企業からの人

財の交流を目指します。

※1 ダイバーシティ＆インクルージョン・・・性別・年齢や経歴などに関わらず個性を認め生かし合うこと

※2 ＩＣТ・・・インフォメーション・アンド・コミュニケーション・テクノロジー（情報通信技術）の略で，

従来から使われているＩＴに代わる言葉として，コミュニケーションの重要性を加味したもの
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３ 健全な財政運営

税収の増加を見込めない中で，市民の要望は多岐にわたり多様化しており，新たな取

り組みも増加する一方で，扶助費や公共施設の維持・更新などへの歳出の増加が見込ま

れます。持続可能な行政サービスを維持提供していくためには，新たな財源確保や市が

保有する資源を有効に活用し，中長期的な視点での安定した財政運営に努めなければな

りません。

それには，第３次大綱から引き続き歳入歳出の適正化，公営企業会計・特別会計の経

営健全化を図るとともに，ふるさと納税など自主財源のさらなる確保を図っていきます。

【推進項目】

（１）自主財源の維持確保

○市税等の徴収体制の強化に取り組み，収納率の向上を図り，納税等の公平性を確

保するとともに，引き続き自主財源の確保に努めます。

○企業版ふるさと納税やネーミングライツ(※1)の導入促進などあらゆる制度を活用して

新たな財源の確保に努めます。

〇企業協賛による応援・連携の拡大を図るとともに，ＥＳＧ債(※2)，クラウドファンデ

ィング(※3)など，新たな資金調達の手段の活用を検討します。

〇口座振替の勧奨，周知啓発などの取り組みと併せて，スマートフォンアプリを活用し

た市税等のキャッシュレス納付の推進など，納付環境のさらなる充実を図ります。

〇新型コロナウイルス感染症への対策など，ポストコロナを含め，予定外の支出が増え

る可能性があることからも，税収増につながる企業の誘致や生産年齢人口の移住・転入

増の取り組みを進めます。

（２）歳出の適正化，公営企業会計・特別会計の経営強化

○今後の財政運営を見据え，施策目標に寄与する事業の優先順位づけ及び事業構成の見

直しにより歳出削減と将来負担の抑制に努めます。

○公営企業会計については，企業の経済性を発揮し，公共の福祉を増進するため，

独立採算制を原則とし，収入の増加と歳出の削減を図る中長期経営計画と年度の経営目

標により健全な企業経営に努めます。

〇特別会計は,その事業収入をもって運営することが原則であることから，収納率向上な

ど収入の確保に努め,効率的かつ安定的な事業運営を進めます。

ワーク・ライフ・バランス・・・「仕事」と育児・趣味など「仕事以外の生活」と調和をとり，その両方を充実さ

せる働き方，生き方

※1 ネーミングライツ・・・公共施設の名称(愛称)を付与する命名権

※2 ＥＳＧ債・・・環境改善や社会貢献に効果のある事業を資金使途とする債権

※3 クラウドファンディング・・使途を明確にして不特定多数の方から資金を調達するふるさと納税制度と同様の

制度
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〇経費負担の適正化，財政の安定化を図り，将来にわたり質の高い行政サービスを提供

するため，自助，互助，共助による事業や市民による主体的な取り組み，支援につなが

る公民連携の取り組みを進めます。

（３）公共施設等の適正な管理

○土地の有効活用や自主財源の確保，維持管理費用の低減の観点から市有財産の有

効活用に努め，行政として活用する見込みのない未利用地の売却や貸付を進めます。

〇公共施設を有効活用するにあたっては，その運用方法において幅広い公民連携の可能

性を検討し，新しい管理・運用方法を見出します。

第４次笠間市行財政改革大綱を推進するため，基本理念及び基本方針に基づき，推進項

目と実施項目を下記のとおり体系立て，実施項目は，令和４年度～８年度における具体的

な実施計画を策定し，進行管理を行います。

実施項目については，市の成長に向けて新たな機会・価値を創造する「攻め」の機能と

経費の削減や業務の効率化を図りながら市民生活を維持する「守り」の機能との両面を組

み合せながら，進めます。

本期間においては，以下に記載する６５項目を設定し，事業目的に応じてより有効な手

段を選択し，毎年，評価・改善していきます。

第５ 施策の体系第５ 施策の体系

基本方針 推進項目 実 施 項 目

１．

時代の変化

に対応した

仕組み改革

（１）デジタル技術を活

用した市民生活

の向上

①ＳＮＳによる広報の充実

②自治体情報システムの標準化・共通化(新規)

③ビックデータの活用(新規)

④申請のオンライン化(新規)

⑤デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）計画の推進

⑥投票事務の見直し

⑦学校教育におけるデジタル化の推進(新規)

（２）公民連携の強化 ①取材及び記事作成の外部委託(新規)

②多様性が享受できる社会の実現

③公民連携の推進(産学官連携の推進)
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④行政区制度の円滑な運用(新規)

⑤自主防災組織の結成促進

⑥まちづくり市民活動助成金事業の推進

⑦公立保育所の民営化

⑧地域子育て支援センター事業の外部委託

⑨ヘルスリーダーと連携した健康づくり活動への支援

⑩友部・岩間駅自由通路・駅前広場管理事業の指定管理者

制度の導入

⑪効果的な水泳授業の推進(新規)

（３）事業業務の見直し ①広聴事務の「見える化」の推進

②広域連携の推進

③ＲＰＡの拡大(新規)

④審議会等の見直し

⑤行政評価制度の適正な運用

⑥徹底したムダ排除(新規)

⑦笠間市役所地球温暖化対策率先実行計画の推進

⑧高齢者運転免許自主返納支援事業対象者の利便性向上

による普及促進】

基本方針 推進項目 実 施 項 目

２．

新たな働き

へ方の環境

整備

（１）組織力の向上
①適正な定員管理(新規)

②組織マネジメント力の向上(新規)

③テレワーク（リモートワーク）の拡充（ＰＣ等整備）(新

規)

④組織機構の整備

⑤働きやすい環境の整備

⑥消防組織体制の見直し

（２）人材育成の推進 ①定年延長体制の確立(新規)

②人事評価制度の円滑な運用

③多様な人材の確保
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④職員研修の充実

基本方針 推進項目 実 施 項 目

３．

健全な財政

運営

（１）自主財源の維持確

保
①有料広告収入の確保

②企業誘致及び市内企業の規模拡張

③使用料及び手数料の定期的な見直し

④中長期的な将来財政の推計(新規)

⑤自主財源比率の向上

⑥市税収納率の向上

⑦債権管理の適正化（管理条例）

⑧ふるさと寄附金（納税）制度の推進

⑨学校給食費収納率の向上

（２）歳出の適正化，公

営企業会計・特別会計の

経営強化

①市民にわかりやすい財政状況の公表

②事務事業の見直しによる経常経費の削減

③一般会計から特別会計等への適正な繰出金の支出

④財務書類の作成

⑤補助金の適正な交付

⑥ごみ減量化の推進による処理経費の削減

⑦介護保険特別会計の経営健全化

⑧国民健康保険特別会計の経営健全化

⑨市立病院事業会計の経営健全化

⑩水道事業会計の経営健全化

⑪公共下水道事業会計の経営健全化

⑫農業集落排水事業特別会計の経営健全化

（３）公共施設等の適正

な管理

①光ファイバ網の民間譲渡

②笠間市公共施設等総合管理計画の推進

③市有財産の有効活用
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④公共施設等の借地の解消

⑤道路メンテナンス事業（橋梁）(新規)

⑥水道事業施設の計画的な修繕

⑦公共下水道事業のストックマネジメント計画の策定及

び実施

⑧農業集落排水事業のストックマネジメント計画の実施


